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建築計画学領域における被災地へのエスノグラフィック・アプローチ

Discussion on Ethnographic Approach to Post-Disaster Settings 
in Architectural Planning Studies 

野口雄太＊，菊地成朋＊＊

Yuta NOGUCHI, Shigetomo KIKUCHI 

This paper aimed to discuss about the methodology of the post-disaster studies in architectural planning. It 

is well known that the post-disaster studies must have some relations to social practices of improvement that 

will be able to provide the future refugees better conditions of their evacuation life. In this paper, we reviewed 

the methodology called as the Disaster Ethnography proposed after the Great Hanshin-Awaji Earthquake, and 

pointed out that this methodology succeeded in social practice but did not in discribing the ethnography. In 

addition, we reviewed the current point of view of post-disaster studies in architecutural plannning so that we 

catch the methodology of it to reconsider the way of reconstruction, that we should call Ethnographic Approach. 
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1. はじめに

自然災害を目にする機会が増えてきている。戦後最大

の被害を及ぼした東日本大震災もまだ記憶に新しく，台

風や集中豪雨による風水害は毎年のように日本を襲う。

常にどこかは「被災地」であり，復旧・復興のさなかに

あるとも言うべき今日の我が国において，そこで展開さ

れる人々の営為をいかに次の災害に役立てるか，という

問いの重要性・必要性は論を侯たない。

災害被災地での研究は，まずそのハザードの大きさや

建築物の被害状況を把握するための現地調査に始まり，

それらの被害をもたらしたメカニズムを解明する自然科

学的な調査研究がそれに続く。他方で，そこに暮らす人々

の生活がいかに影響を受けたか，彼らの避難行動がどの

ようなものであったか，あるいは避難のなかで初めて立

ち現れる困難や課題はなにか，彼らを支える社会や制度

がどのように機能したか，という社会科学的な調査研究

も熱心に行われるようになってきている。しかしながら，

木村 10)が指摘するように，災害は「具体的な成果に強

い社会的要請がかかる対象」であり，それ故に災害研究

は「つねにそれぞれの状況を改善するための実践との結
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びつきを考えざるをえない」ものである。そのためそれ

らの社会科学的な調査は，被災地で起きたある 1つの現

象に焦点化した統計データの分析に重きを置く量的研究

が多くを占める状況にある。

とは言え，続けて木村が指摘するように，災害は「社

会的な間題や制度などとかかわりながら，長い時間をか

けて形成された社会的条件のなかで，ある部分は過去か

らの繰り返しとして，ある部分は一回的なものとして姿

をあらわす」複雑な現象である。量的研究が対象とする

ひとつひとつの現象の背後にある相互関係や被災地の歴

史的文脈を理解することなしに，災害という現象を捉え

きることは難しい。言い換えれば，それら個々の現象は，

被災者がその時々に行った判断や行動の結果として現れ

るものであり，彼らをとりまく状況とともに理解されて

初めて将来に対する情報価値を獲得し得る。

本稿では，こうした災害研究のあり方を念頭に，被災

者の生活実態をそのコンテクストに即して理解しようと

する研究の枠組みを「エスノグラフィック・アプローチ」

と名付け，建築計画学領域において取り組まれるべきそ

のような研究方法を検討することを目的とする。

以下本稿は次のような流れをとる。まず始めに，この

ような調査研究の先駆的な試みである「災害エスノグラ

フィー」という方法論を取り上げ，その方法論が必要と
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された経緯とその具体的な方法を整理する。続いて，そ

の方法論が行政的な施策に盛り込まれた結果，生み出さ

れるテキストに偏りが生じていることを指摘し，その方

法的妥当性を検討する。また，建築計画学領域において

阪神淡路大震災以降に取り組まれてきている，被災者の

生活実態をもとに復興のあり方を捉えようとする調査研

究についてレビューを行い，計画学領域におけるエスノ

グラフィック・アプローチと呼ぶべき方法論の意義につ

いて見解を述べる。

2. 「災害エスノグラフィー」という方法論

2. 1. 提唱者らの定義と着想

「災害エスノグラフィー」を提唱した林春男らは，そ

れを以下の性質と目的を持つと定義している記）。即ち，

①災害現場に居合わせた人たち（以下，被災者）自身の

言葉と視点から災害を描き，②被災者の個別的な体験を

体系化することを通して災害という「異文化」を明らか

にすること。そして③その場に居合わせなかった人々が

追体験可能な形に翻訳すること。これらを通して④次の

災害や防災の現場に有効な知見を提供することを目的と

した方法論であるとする。

この方法論のなかで，とりわけ林らが強調するのは，

災害に居合わせていない人が無意識のうちに持つ災害に

関するステレオタイプを排し，災害の実態を認識させる

という災害エスノグラフィーの役割である注2)。これは，

彼らの研究の背景となった阪神・淡路大震災以前の災害

研究や災害対策のあり方に対する省察であったと考えら

れる。即ち，「災害発生のメカニズムの解明と被害の防

止を目的として，おもに物理現象としての災害を中心に

体系化がすすめられてきた」°それまでの災害研究とそ

れに基づいて進められる強靭な社会基盤の整備を中心と

した災害対策のあり方から，「万が一被害が発生しても，

被害連鎖を断ち切り早期の復旧を可能にする」 2)被害軽

減の災害対策とそれを裏付ける学の確立へ，という防災

学のパラダイムシフトを迫るものであった。

阪神淡路大震災を契機とした林春男らの研究は，「災

害が発生した後，その社会が一体どのような経験を経て，

そのように立ち直るのか」 2)という間いを出発点に，発

災後の「社会現象としての災害」注3)を捉える方法論の

必要性を唱えている。この社会現象としての災害を，田

中・林 (1998)では，「災害という大規模な環境の変化

に起因した，被災者と彼らをとりまく各種の文化・制度・

装置群とのダイナミックス」と言い換え，「人間とそれ

をとりまく各種の文化・制度・装置群の多様性と変化を

対象とする研究分野」であると彼らが理解する文化人類

学の方法を用いることで，間いへの接近を試みようとし

た。そこで着目したのが，文化人類学のエスノグラフィ

という方法論であった。

文化人類学の方法論を援用するという着想に至った林

春男らは，それによって開かれる新しい学問領域を「災

害人類学」と名付けた。田中・林4)では，災害人類学を「災

害現場におもむき，災害に関連した人間・社会現象をさ

がしだし，実証的な方法で研究し，記述する」学である

とし，特に被災者へのインタビューによって被災者から

見た災害像の個別的記述を行うものと説明する。そして

この個別的記述を "DisasterEthnography"と呼んでい

る。この DisasterEthnographyは，彼らの一連の研究

のなかで「災害体験誌」 3)' 「災害民族誌」 4)と訳語に揺

れを生じているが，基本的には被災者一人ひとりの災害

体験の個別的記述を意味する。

さて，ここでEthnographyという術語の用法を佐藤 8)

に求めれば，これには 3つ用例があるという。第 1に調

査者のフィールドワークの成果をまとめたもの（民族誌）

を指す場合，第2にフィールドワークという調査方法あ

るいは調査プロセスを指す場合，第 3に民族誌を書くこ

とそのものを目的とした「民族誌学」を指す場合である。

林らの DisasterEthnographyは，一見して第 1の用法

に該当するようにも思われる。しかしながら，次節で述

べるように災害エスノグラフィーは，その構想の時点か

ら，文化人類学のエスノグラフィとは全く異なるもので

あった町）。

2. 2. 具体的方法としての「災害エスノグラフィー」

では，災害エスノグラフィーによって被災者の災害体

験はいかにして記録されるのか。阪神淡路大震災におい

て林らが収集した災害エスノグラフィーの記述は，ごく

一部を除いて未だ一般には公開されていない。これは彼

らの調査対象が災害発生時に神戸市や国の職員として現

場で対応にあたった職員であり，行政職員としての権限

と責任を有しながら，まさに末曾有の災害を眼前に，送

巡しつつも即応的対応にあたらざるを得なかった彼らの

経験を記録化するため，調査者らが「原則 30年非公開」

を前提に聞き取りを行ったためである。阪神淡路大震災

から 25年が経つ現時点で公開されているものは， 2009

年 1月 17日に放映されたNHK番組「阪神・淡路大震災

秘められた決断」において，番組制作班による編集と取

材に応じた被災者の新たな語りを収録した映像と，それ

を林らが再構成しなおして書籍に掲載された 3人の行政

職員の証言のみ注5)である。どちらも最初に採取された

災害エスノグラフィーそのものとは言い難いが，その方

法と記述の一端が垣間見える。

繰り返し述べるように災害エスノグラフィーは，災害

の現場に居合わせた被災者に直接インタビューし，彼ら

の視点から災害像を描くものである。しかし，人類学に

おけるエスノグラフィが，その調査を通して集められる

情報や記述の質が調査者個人の資質や能力に大きく依存

するということを方法論的な課題として指摘されるのと
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同様に，災害エスノグラフィーも方法論的課題を牢むこ

とが予期された。そこで林らは，それを防災学の研究手

法として確立させるために，一定の手順を踏めば誰にで

も一定水準のエスノグラフィーが生み出せるようデータ

収集・分析の各段階において標準的な手法を提案してい

る。それは非構造化インタビューによるデータ収集と

ケースの編集・コード化を中心とした分析の方法である。

ここでの非構造化インタビューは，問わず語りとも言

われるような，インタビュイーの話題の展開に従って進

行を妨げないようにしつつ話の先を促す方法である。た

だしそこでは，被災者の経験を再現するために，被災前

日から話を始め，時系列に従って聞き取るよう工夫され

ている。これにより，その場ではとめどなく話が進行す

るわけではなく，時間軸上で発生した数々の出来事にま

つわる話（林らは「エピソード」や「パラグラフ」と呼

ぶ）を単位として話題が展開されることになる。

このようにして集められだ情報は，調査者らの手によ

る編集の段階へと進む。このケースの編集では，非構造

化インタビューゆえに「あちこちにとんだり，途中でき

えてしまったり，また突然復活したりする」話題を，発

言の内容や意図を変更せずに重複する部分をまとめ，順

序を整え，ある程度読みやすい文章に整理する。このと

き編集される元の文章は，インタビューをそのまま活字

化したものであり，いわば被災者の語り（ナラティブ）を，

そのまま分析の対象としてエピソードごとに切り分けて

いく作業であると言える。そして，切り分けられたエピ

ソードは，それが物語る内容からキーワードを付与（コー

ド化）される。このキーワードは，文化人類学における

比較研究を支えるために開発されたOCM(文化項目分類，

Outline of Cultural Materials)というコード体系か

ら選択される。これは，林らが当時の災害研究における

キーワードの乱立を憂い，かつ当時提唱されていた幾つ

かの災害に特化した分類方法を検討したうえで，その後

の災害において収集されうる記述を比較研究するため，

また，それまでの災害研究が捉えていなかった現象を扱

うためにも，有形無形の人類文化を広範に渡って項目立

てた OCMの採用を決めたことによる。

ここまで加工されたエピソードだが，林らはこれを現

実に起きた現象の断片的な体験の語りとして扱い，それ

らを集めて数え上げることで，発災後に被災地で起き

た現象を再構成しようと試みる（「エスノグラフィーの

作成」と呼ぶ）。即ち，時系列に沿って時期区分を行い，

エピソードを振り分けたうえで，時期区分ごとにどのよ

うな OCM項目のエピソードが頻出するかという傾向を捉

え，被災地の状況の進展（時間経過）とともにどのよう

な出来事が発生していくのか，あるいは被災者の関心の

対象がどのように移っていくのかを，定量的なデータと

して分析を進めていくのである。

以上が，林らが提唱した災害エスノグラフィーの具体

的方法である。災害エスノグラフィーは被災者個々人の

ナラティブの集積であり，かつ研究者が定量的に扱うこ

とが出来るようにそれらを加工・抽出する方法論であっ

た。人類学の方法論に着想を得たこの方法論は，しかし

ながら，人類学におけるエスノグラフィとは全く異なる

方法論であることに注意が必要であろう。新しい研究領

域の提唱でもあり，その方法論が広く採用されることを

望んだ彼らは，その調査成果の水準を保証せんがために，

被災者の災害体験の語りを定量的な情報に落とし込んだ

のである。そこでは，被災者の個別的な事情や被災地の

地域社会が如何なるものであったかなどといったコンテ

クストがすっかり抜け落ちてしまっている。

2. 3. 「災害エスノグラフィー」の行政への普及

しかし，前章でも述べた通り，災害研究は常に状況改

善のための実践と結びつくことが要求される。災害エス

ノグラフィーもまた，林らが防災学ヘパラダイムシフト

を迫るために同時に取り組んだ働きかけと一体となっ

て，広く普及していくことになる。

その取り組みを端的に言い表せば，行政職員の教育・

研修への災害エスノグラフィー講読の導入である。その

端緒がいつかという点は不明だが， 2002年 7月の国の

中央防災会議において「防災に関する人材の育成・活用

専門調査会」を新たに設置する旨が了承され，林ら自身

が調査会のメンバーとして名を連ねている。そして翌年

には，国・地方自治体の防災担当職員を対象とした研修

のための「防災に関する標準テキスト」が取りまとめら

れ，研修過程のなかに災害エスノグラフィーの講読とそ

れを踏まえた災害対策演習ワークショップが組み込まれ

ることとなった。これは研修事業名を変えながらも現行

の「防災スペシャリスト養成研修」まで引き継がれてお

り，自治体の防災担当職員が最初に学ぶテキストとなっ

ている。即ち，災害エスノグラフィーは，当初の被災者

個人の語りとそれを分析する方法論としての枠組みに加

えて，行政職員への教育の方法論としての側面を獲得す

るのである。これは取りも直さず言えば，林らが目指し

た被害軽減の防災学（減災）の目的達成にあたって，行

政職員を教育することが極めて効果的であることに他な

らない。災害の現場で対応する職員をこそ，減災の主役

として位置づけたわけである。そして行政施策として災

害エスノグラフィーが取り組まれるようになって以降，

災害の大小を問わず，現場で対応にあたった職員の証言

集が地方自治体によって作成されることが多くなってい

る。日本防火・危機管理促進協会による調査 16)によれば，

被災自治体においては職員らの「災害対応経験」を如何

に次の災害への備えとするか，職員が入れ替わり続ける

行政組織内において経験を如何に継承するかなどが被災

後の大きな課題であると，被災自治体の多くが認識して
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いるという。その課題に対する解決策として取り組まれ

るのが職員の証言集の作成であり，それに基づいた防災

計画のアップデートである。

このように，災害エスノグラフィーは行政的な施策と

して取り組まれるようになり，行政の手によって膨大な

証言が記録されるようになった。しかしながら一方で，

行政内部での短期的な効果が強く求められるようにな

り，そこで採取されるナラティブは，行政職員が災害後

のとある困難に対してどう対応したかという，なかば一

対一対応したマニュアルのような記述が増え，彼らがい

かなる状況に置かれてその判断を下したのかという，当

初の災害エスノグラフィーが記録せんとした内容が抜け

落ちてしまっている現状にある。この点について，人類

学者である林勲男は，ェスノグラフィの方法・課題・可

能性についての議論を踏まえなければ，「単に現地に赴

き，災害体験を直接聞き取り，それらを統合する研究

者による別の語りを編集したものとしてのエスノグラ

フィーの量産のみに向かってしまう危険性」があると指

摘している 14)。

2.4. 「災害エスノグラフィー」の方法論的妥当性

以上に見てきたとおり，阪神淡路大震災を契機として

提唱された災害エスノグラフィーは，これまで記録され

ることなく消えていっだ情報を有形化した点で画期的な

方法論であった。さらには，減災の実践として広く普及

し，数多くの証言を記録化することに成功している。

しかしながら，普及するに従って行政的な目的を達成

するための方法と化し，証言者と記述の内容に偏りを生

じている。即ち，この方法論が社会実践のなかで獲得し

た教育的側面は，災害エスノグラフィーを有効な方法論

たらしめる一方で，形骸化したものが災害エスノグラ

フィーそのものであると広く誤解されてしまう恐れをも

牢んでいる。これは現時点での情報公開そのものも災害

エスノグラフィーの社会実践の一行為であり，そこで取

り組まれる調査とその成果を効果的なものとして組み立

てるために，調査対象者として行政職員を積極的に選定

しているということも彼らの著作から伺い知れる。本章

冒頭に示した彼ら自身の定義に従えば，行政職員のみな

らず，あらゆる被災者の証言を集め活かす必要があるだ

ろう。現時点で民間の証言は，彼らが公開したいくつか

のエピソードのほか，被災者自身の著作や新聞などの報

道記事によって記述されることが大半であり，それらが

知見として機能する場面は限定的である。

このように，災害エスノグラフィーは，被災者の語り

から社会現象としての災害を捉えることの時代的重要性

を訴え，そこから防災の実践へと繋がっていった。では，

建築計画学における災害研究は，阪神淡路大震災以降，

被災者をどのように位置づけ， どういった方法や見方で

捉えようとしてきたのか。

3. 建築計画学領域における災害研究

3. 1. 被災者の位置づけと方法

建築計画学領域において，阪神淡路大震災以降の災害

研究を俯諏的に捉えようとした試みとして，計画系災

害研究ストラテジー特別研究委員会による報告 18)19)が

ある。この特別研究委員会は，東日本大震災の翌年の

2012年から 2年間に渡って日本建築学会内に設置され

たもので，まさに東日本大震災の調査が熱心に取り組ま

れている時期に並行して，災害研究の方法論を既往研究

から捉えることを目的としたものであった。彼らは，阪

神淡路大震災以降に建築学会大会で発表された研究梗概

を分析対象とし，その調査対象とそこで述べられる内容

が発災後の時系列としてどこに位置するかの時期区分か

ら，計画系災害研究の傾向を捉えようと試みている。

彼らはその分析に際して，個々の研究がどのような調

査方法をとったか分類し，その研究発表数を数え上げて

いる。それによれば，阪神淡路大震災においてはインタ

ビュー調査が 32.7%, 調査票調査が 41.9%, 東日本大震

災においては，インタビュー調査が 48.8%, 調査票調査

が 32.9% と，実に 7~g 割の研究が被災者自身を情報

源としているのである。しかし，続けて彼らが報告する

ように，それらの研究は被災者を情報源としつつも，注

目する対象は，ビルディングタイプごとの被災の特性や，

避難所や仮設住宅，災害公営住宅といった被災地に供給

される空間などの，建築計画学が計画の対象とするもの

に偏っている。そこで集められる被災者の証言の多くは，

量的なデータに加工され，被災地における計画が上手く

行ったか否かの指標や根拠として提示される。つまり，

公的な救助で救われなかった人として描かれる場合が圧

倒的多数を占める。

即ち，建築計画学領域における災害研究もまた，成果

の速やかな社会還元が求められるものであり，次の災害

における新しい計画論や制度論を念頭に，調査研究を行

うものが多勢を占めている。被災地における一時的だが

圧倒的な居住生活空間の不足は，建築計画学がその黎明

期に求められた社会的要請にも似て，政策的に有効かつ

妥当な提案を暗に求めてきた。これは戦後に計画学が標

準設計を考案し，制度化し，国内の居住環境の水準を向

上させることに社会的な使命を帯びていたように，被災

地においてもまた，被災者らの避難生活を支える避難所

や仮設住宅の標準化や復興にまつわる新しい計画技術の

提案，また，それらを支える制度論などが，計画系災害

研究の中心的関心であり続けてきているのである。

3. 2. 「近代復興」という批判

このような計画系災害研究の傾向は，公助を強化・改

善し，被災者の救済の水準を高めてきた戦後の復興のあ

り方と軌を一にしているのではないだろうか。例えば阪

神淡路大震災は， 日本において初めて「住宅を失った入
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居希望者全員に仮設住宅が提供」 20) された事例であり，

この災害を契機として，災害発生後速やかに一定水準

の住宅を提供する体制が全国的に整備されていった注6)。

さらに，「単線型住宅復興」 24) と批判を込めて呼ばれる，

避難所ー仮設住宅―災害公営住宅という公的な居住環境

提供の仕組みもまた，この災害を契機として一般的なも

のとなっていく。

このような発災後の公的な支援のあり方は，東日本大

震災以降，「近代復興」という概念を用いて説明される。

この概念は， 日本建築学会会誌建築雑誌の 2013年 3月

号「『近代復興』再考：これからの復興のために」で提

示された造語であり，「国家や産業界が主導する復興で

あり，高度経済成長という類をみない社会情勢を背景に

しながら」社会に実装されてきた，災害後の市街地や生

活の回復のための対応に関する思想や体制の総体を指す

ものであるという。この造語を間題提起も込めて提示

した中島 21)は，近代復興を「阪神淡路大震災までに完

成した体制」であり，「高度に組織化された公助の体制」

であるとする。即ち，今日における復興のあり方は，国

が被災地における復興の全責任を負う体制として構築さ

れており，国や地方自治体の主導する復興事業を，被災

者らの自助・共助よりも優位に置き，被災地には災害発

生時点での状況凍結を要求し，そこへの復旧のみを実現

するものであると指摘している。

この間題提起は，東日本大震災に至るまでに発生した

幾つかの災害に対しても，公助の体制を強化・改善する

ことで間題なく機能してきたかに見えた「近代復興」の

諸制度が，経済が停滞し，縮退が叫ばれるようになった

現在において，未曾有の災害を前に限界や矛盾を露呈さ

せたことにちなむ。近代復興の概念は，現在の計画系災

害研究に，そうした復興のあり方から，「『その後に来る

べきもの』への移行の必要性」を問い，復興のあり方の

再考を求めている。

3. 3. 今日の災害研究の視座

こうした復興のあり方そのものへの批判的視線は，今

日における計画系災害研究の議論にも継承されている。

特に近代復興の概念が現在の議論に提示したものは，復

興の現場での公と私のトレードオフの関係であり，公助

と自助・共助のバランスを取ることの必要性であった。

佃 22)や井本 23)は，中島の議論を継承し公助から自助・

共助のみへの転換は不可能としつつも，改めて自助の可

能性を議論する必要性を指摘している。それは，公助が

被災者個々の能動的な復興を阻害する場面と，それを乗

り越える自助のありようを被災地から見出した彼女ら自

身の事例研究に基づく指摘である。

このように，近代復興批判以降，被災者自身が被災地

において自助的に生み出すものの可能性を見出そうとす

る研究への関心も高まって来ている。

4. 計画学におけるエスノグラフィック・アプローチ

4. 1. 発見のためのフィールドワーク

このような被災者の「自助」は，災害発生後の状況に

応じて，被災者自らが有形無形に生み出すものである。

そして，研究者は被災地に足を踏み入れる前にそれらを

あらかじめ知ることは出来ず，現地調査を通して発見的

に見出していくほかない。

筆者が冒頭で述べた「エスノグラフィック・アプロー

チ」は，被災者個々の避難生活のリアリティをフィール

ドワークを通して捉え，被災地や被災者持つコンテク

ストに即して描き出すことで，そこで起きている現象

を理解しようとする研究方法に対して，本稿が便宜的

につけた名称である。ここでいうフィールドワークは，

佐藤 8)が示す狭義のフィールドワークであり，「現地の

社会に密着して調査を進める参与観察 (Participant

Observation)」である。上述するように，建築計画学

領域における災害研究の過半が現地における調査を実施

しているが，ここでは一回こっきりの調査票調査や構造

化インタビューのみで調査を終える研究などは除外され

る。参与観察は，研究者自身の身体を現地に置き，人々

と信頼関係を築きながら，生活のあらゆる側面に関する

データを様々な技法を併用して集めるという，人類学が

その古典から今日まで洗練させてきた手法である。

このような手法を取ることで，被災者が被災地におい

て自ら取り組む活動を発見し，理解することが可能にな

るのではないだろうか。以下では，建築計画学領域にお

ける既往研究のなかでも，フィールドワークを通して被

災者の自助的な行為に光を当てた研究を取り上げ，エス

ノグラフィック・アプローチについて検討していく。

4. 2. 既往研究に見るエスノグラフィック・アプローチ

そのような研究として，まず第一には，阪神・淡路大

震災における「自力仮設住宅」を捉えた，塩崎らの一連

の研究 25)26) 27) 28) 29)が挙げられるだろう。この自力仮設住

宅は，震災により家を失った被災者が，従前の土地に住

まい続けるために自ら建設を行った簡素な住宅である。

塩崎らは，当時， 日本都市計画学会と日本建築学会それ

ぞれの在阪の支部が実施した阪神大震災被害実態緊急調

査に従事し，被災区域の家々を一軒一軒訪ね歩き，被害

状況の調査を実施していた。そのなかで出会ったのが自

力仮設住宅である。それを塩崎はこのように回顧する。

「毎日被災地を歩いている中で，被災者がめいめい勝

手に，テントを張ったり，廃材でバラックを建てたり，

あるいは建設現場にあるようなプレハブの建物を作った

りするのを見るようになった。…（中略）…調査中に，

住民から豚汁をごちそうになり，話しているうちに，バ

ラックづくりの仮倉庫の建設を手伝うはめになった。…

（中略）…そういう姿をみながら，これは『自力仮設住宅』

ではないかと思ったのである。この時点では被害実態の
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調査に追われていたから，自力仮設住宅がどういう意味

を持つのかよくわかっていなかった」 24)。

その後，彼らは不意に出会った自力仮設住宅に焦点を

当てた調査を 10年以上に渡って実施することになる。

そのなかで彼らは，被災者自らが作り出したこの自力仮

設住宅が，行政の進める公的住宅復興のあり方に対して，

ある種のオルタナティブを提示しているのではないかと

いうことを確信するに至る。これは，阪神淡路大震災に

おいて，公的な仮設住宅が被災者の従前居住地から遠く

離れた土地に建設され，従前の地縁的コミュニティを大

きく引き裂くことに繋がった当時の公助のあり方に対し

て，その「単線型住宅復興」の線に乗らない被災者の生

活実態とそれを支える彼らの価値基準をフィールドワー

クを通して説得的に描き出すことで，転換を迫ろうとし

たのである。ただし残念ながら，今日までの法制度のも

とで被災者個人の仮設的住宅に対して公金を投ずること

の難しさから，彼らが示した自力仮設住宅は，未だ公的

復興のプロセスに組み込まれてはいない。

塩崎はすでに阪神淡路大震災においてこのような被災

者の自助的な取り組みを取り上げているが，前章末で触

れたように，自助が次なる鍵ともなり得ることが，計

画系災害研究において共有されつつある現在，狭義の

フィールドワークに基づいて実施される調査研究も幾つ

か見られるようになってきている。

例えば，小林 30)は，東日本大震災において被災した

沿岸の漁業従事者らが，遠く内陸の避難所や仮設住宅に

移った直後から，津波にさらわれ更地となり，のちには

災害危険区域として指定される従前の居住地に，簡素な

「漁師小屋」を建てていることを報告している。これは

特に漁業のなかでも商品として加工するための機能を担

い，その必要性から簡易的な寝食の空間も備えており，

そこで避難生活を送る被災者の存在も明かされる。

また，筆者も拙稿 31)において，九州北部豪雨の被災

地において，柿農家らが自身の生活基盤としての農業を

安定的に継続させるために，周辺農家との共同性のもと

で，土地と耕作者の関係を再編している旨を報告してい

る。ここでは，作物の特性と農作業上の復旧の優先順位

が見て取れるとひとまずの見解を合わせて示している。

これらの調査研究はまだ報告の域を出ないものである

が，フィールドワークを通して，被災者らの生活に基づ

き被災者らのものの見方や価値観を提示していると考え

られる。そしてその価値観は，自助として有形無形に現

れているが，被災地が復興していくために必要とするプ

ロセス，あるいは公助が被災地に与えてしまった歪みを

示すものであろう。また，これら 2つの報告において，

報告者らが被災地に関わる契機となったのは，ボラン

ティアとしての支援活動である。彼らはその活動を通し

て被災者らと信頼関係を築き，参与観察を実施している。

4. 3. エスノグラフィック・アプローチの意義

このような自助の事例を被災地で発見し，その意味や

あり方を被災者らの生活への参与観察を通して捉える研

究は，エスノグラフィ的な調査と記述により成り立つ。

しかし，時には職人技とも評され，また，長期間に渡る

参与と現場との信頼関係を要求するエスノグラフィとい

う方法論を，計画学に取り入れる意義はどこにあるのか。

この点について，筆者は末だ明解な回答を持ち合わせ

ていない。ただ，人類学のエスノグラフィが被災地にお

いて，災害の社会的影響やその様相を決定する要因を解

明することに力点を置く 14)のに対して，そこで明らか

となる被災者の生活実態から，被災地における普遍的な

価値基準を抽出し，次なる復興のあり方を計画学的に構

想しようとする点に，計画学がエスノグラフィック・ア

プローチをとって被災地に接近する意義があるのではな

いかと現時点では考えている。

5. 結論

以上，本稿では，被災地における被災者の実態を手が

かりにフィールドワークを通して研究をすすめる方法論

を巡ってレビューを行った。

まず，そのような方法論の嘴矢として阪神淡路大震災

後に提唱された災害エスノグラフィーは，被災者自身が

話す彼らの被災の経験が，公的な災害復旧の諸活動を考

える上で重要な証拠として提示可能であることを，社会

実践のなかで示した画期的な方法論であった。しかしな

がら，人類学の方法論に着想を得たものでありながらも，

人類学のエスノグラフィとは全く異なるものであり，そ

こで収集される記述が被災地や被災者のコンテクストを

喪失したものであることを指摘した。

また，建築計画学領域における災害研究の中心的な関

心が計画学が計画の対象とする諸空間や諸制度にあり，

その研究のなかで被災者はそれらを改善するための指標

として量的な取り扱いを受け，公助による救済が不十分

である人として描き出されることが多かった。しかし，

近年登場した近代復興という批判的概念とそれに続く議

論のなかで，被災者の自助的な活動に可能性が見いださ

れて来ている。この自助的な活動は，被災地と彼らの状

況に合わせて個別的に生み出されるものであり，これを

拾い上げるためには，フィールドワークに基づいた方法

論の登場が必要とされる。

エスノグラフィック・アプローチは，そのような自助

的な取り組み，ひいては被災地における復興の方向性を

被災者らの生活実態に求めようとするものである。ただ

し，これを方法論として確かに示すためには，ここまで

述べてきたような災害研究のあり方を自覚しつつ，実践

として筆者自らの身を被災地に置き，被災地を捉え，そ

の実態をエスノグラフィックに語り直し，それがもたら

し得る知見や計画論の存在を実証するほかない。
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注

注 1)参考文献2)において林らは，災害エスノグラフィー

という方法論を明確化するためにその目的を 7つ

挙げている。しかし，その 7つには重複が認めら

れる箇所も多く，筆者らもその後に著した論文で

災害エスノグラフィーという方法を繰り返し提示

するなかで記述を削っていき，参考文献 1) では，

阪神淡路大震災以前の災害調査で切り捨てられて

きた被災者の個別的な被災体験を集め共有化する

ことを通して，断片的な情報ではなく災害のプロ

セスを理解すること，ステレオタイプな情報では

なく多面的な事実を見つめることの 2つを目的と

して提示するに至っている。本稿では，これらの

記述とその変遷を踏まえ，災害エスノグラフィー

の性質・目的・役割という 3つの要素を記述から

整理し直し，前二者を林らの提唱する方法論の定

義として示した。

注2) この役割も参考文献2) では目的の 1つとして挙

げられているが，注 1) で述べた通り，その後は

目的というよりもむしろ役割としての側面が強調

される様になったため，ここでは役割として示し

ている。

注3) 「社会現象としての災害」を林ら自身が言い換え

る言葉として「災害過程」という術語がある。し

かし，この災害過程という術語は，彼ら自身も明

確に定義しておらず，文脈ごとに違う意味で用い

られている。例えば，参考文献6)では，「…災害

という大規模な環境変化に起因した，被災者や災

害対応者と彼らをとりまく各種の文化・制度・装

置群とのダイナミックス…このダイナミックスを

災害過程と名付ける…」としており，本稿中に示

した参考文献4) のリフレーズと一致する。しか

し，参考文献 5)では，「…災害の発生から復旧・

復興にいたるまでの過程には，災害一般にあては

まる共通性とその災害に固有な個別性があるはず

である。この災害対応に共通する過程を災害過程

ととらえ…」と冒頭に示し，様々な災害に共通す

る過程を災害過程と呼ぶことが伺えるにも関わら

ず，同文献中でも被災者の個別的な被災経験全体

やそのなかでとった一行動を災害過程と呼ぶ場合

もあり，定義が一様でない。本稿ではこのような

混乱を避けるため，この術語の使用を避けた。

注4) この点に関して，文化人類学者であり東日本大震

災で人類学のエスノグラフィを書き上げた竹沢尚

一郎は著書（参考文献 13) において，「エスノグ

ラフィをステレオタイプにとらえているだけでな

く，いくつかの概念を間違えて理解しているよ

うに思われる」「とりわけ被災の体験を『異文化』

と呼ぶのはもってのほかだ」と批判している。即

ち，被災地で起きるいかなる現象も，その時点の

日本社会における制度や文化，地域の特性などを

コンテクストとしており，全くの異文化ではない

としている。また，本来のエスノグラフィは被災

者自身の主観的語り（ナラティブ）のみで構成さ

れるものではなく，そこには同時に記述者として

の私の主観が存在し，その「ふたつの主観がぶつ

かる場」から「客観を描き出す作業」をこそエス

ノグラフィと呼ぶとしている。つまり，災害エス

ノグラフィーはその最初から文化人類学的なエス

ノグラフィとは異なる方法論であったと言える。

注5)断片的な記述は，早くは参考文献 6) にも登場し

ている。しかしそれは分析の方法論としての災害

エスノグラフィーが具体的な記述から何を抽出し

コード化するのかを例示するものであり，文脈を

持たない極めて断片的な記述である。

注6)プレハブ建築協会の HPによれば，いわゆるプレ

ハブ仮設の供給を担うプレハブ建築協会と災害救

助法上に仮設住宅の供給主体として位置づけられ

る都道府県知事との間で結ばれる「災害時におけ

る応急仮設住宅の建設に関する協定」は， 1975年

に神奈川県との間のもの初の例とするが，阪神淡

路大震災の発生を契機として全都道府県との協定

締結を進めるようになり， 1997年に全都道府県

との締結を完了しているという。
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